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はじめに
現在のフランス法における「訪問権」は，父母の別離により引き離される
ことになった子と子の父または母や祖父母や第三者が，別離後も定期的に交
流を継続することを可能にするものとして論じられている。「訪問権」は，現
在では，「子を訪問する者の権利」であるという一方で，他方，「子の訪問さ
れる権利」でもあるというように相互的な権利として捉えられている。しか
し，当初は，訪問権は訪問する側の権利として捉えられていた。
このような「訪問権」は，明文の規定はないものの，判例・学説において
承認されてきたのであったが，1970年に明文化され，実定法上の根拠が与え
られることになった。これ以降，現在までの訪問権をめぐる法状況には大き
な変化が見られるが，特に次の点が重要である。1993年に，父母は別離後に
おいても子に対する親権を共同して行使することが原則とされたことにより，
父母の訪問権の規定は単独親権の場合を規整するものになったこと，また，
2002年の法改正においては，あらゆる子に適用しうる親権法という?えの下
で，父母，祖父母，第三者の訪問権に関する規定は，民法典の「親権」とい
う同一の枠組みに規定されるに至っていること，である。
さらに，1989年の「児童の権利に関する条約（児童の権利条約）」がフラン
スにおいても批准されたことが，90年代における子の権利に関する議論の高
まりをもたらしたが，子の権利は「訪問権」との関係においてどのように捉
えられているのであろうか。また，訪問権が子の利益に資するものであると
するならば，訪問権の実効性をいかにして確保すべきであるのか。すなわち，
父母や祖父母などの訪問権者により訪問権が行使されないといった場合や，
訪問権者の訪問が妨げられている場合にはどのような対処が可能であるのか。
本稿では，以上の問題意識から，特に2002年の法改正を中心として，訪問
権の変遷を?察することにする。なお，2002年以前の訪問権に関する法改正
については法条の変遷を整理する過程において言及することにし，法改正と
の関係における訪問権の法的性質に関する議論の変化についても補論的に言
及することとする。
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一 1970年以前の訪問権
1970年以前は，訪問権についての明文の規定がなかったため，訪問権は解
釈によって認められていた。
１ 父母の訪問権
フランス民法典302条?が，父母の離婚または別居の際に，原則として離婚裁
判で勝訴した無責配偶者に子の監護が委ねられることを定めていたが，303条
は，子の監護が委ねられなかった親に，監護者による子の養育の方法を監督
する権利（監督権：droit de surveillance）を定めていた。そしてこの監督権
の一態様として，訪問権は解釈上認められていた?。
第302条（1804年）
子は離婚を得た夫婦の一方に委ねられる。ただし，裁判所が家族会ま
たは検察官（procureur impe?rial）の請求に基づいて，子の最大の利益の
ために，子のすべてまたはそのうちの一部が，夫婦の他方，あるいは第
三者の配慮（soin）に委ねられることを命じる場合には，その限りではな
い。
第303条（1804年）
子が委ねられる者がいかなる者であっても，父母は，それぞれ子の養
育および育成を監督する権利を保持し，かつ，それらの能力に応じて，
それを分担する義務を負う。
監督権は，親権（1970年以前は父権）の属性（attribut）の一つとして?え
られているが?，1970年以前の親権については次のように定められていた。婚
姻中の親権は，372条により父母の両方に帰属するとされながらも，その行使
については，373条により，父が単独で行うものとされていた?。離婚後の親権
に関する規定はなかったが，解釈により，離婚後は，親権についての父の優
位性が消滅し，親権の属性である監護権と監督権が分属するものと?えられ
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た?。そして，訪問権は，前述のように監護を得なかった親に監督権の一態様
として認められる?。
なお，1972年１月３日の法改正以前においては，子に対して出生による区
別がなされていた?。したがって，ここでの父母とは，嫡出子と単純自然子の
父母のことを指す。単純自然子については，383条?が懲戒権の規定が自然子に
も適用されることを定めていたので，単純自然子も親権に服するものと解さ
れていた。ゆえに，単純自然子に対して監護を有しない親にも，離婚後の嫡
出子の監護に関する303条の類推適用により，訪問権を認めることが可能で
あった。
２ 祖父母の訪問権
1857年７月８日の破毀院民事部判決?は，子の利益のために父権の絶対性は
制限されうる，すなわち，父権者といえども子の利益に反するような父権の
濫用は禁止されるとし，その反射的効果として，祖母の孫に対する訪問を初
めて認めた??。この判決は，訪問を認める実定法上の根拠としては，子に対す
る尊属への尊敬義務を定める民法典371条を挙げている。
第371条（1804年から存続)??
子は，すべての年齢において，その父母に対して，敬意（honneur）お
よび尊敬（respect）の義務を負う。
祖父母の訪問権は，当初，父権の絶対性を制限することの反射的効果とし
て説明されたので，固有の権利ではないとみなす見解が有力だった。ただし，
このような立場も含めて，祖父母の訪問権の条文上の根拠は，371条の定める
直系尊属に対する卑属の尊敬義務に求められている。理論的には，孫が祖父
母に対して尊敬と敬意を示す義務を果たすために，恒常的な関係を保つ手段
としてら訪問権が導き出される??。
３ 第三者の訪問権
第三者の訪問権は，姦生子・乱倫子の親（特に姦生の父)??，おじ・おば，
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兄弟姉妹??などの傍系血族，さらに，血縁関係のない代父・代母??などの育て
の親，再構成家族の解消後の義理の親，完全養子縁組の実方，血縁関係のな
い社会学的祖父母，自然子の祖父母??などに認められている。
まず，傍系血族に関しては，育ての親であるおじ・おばに関する裁判例??に
おいて，「血縁関係（parente?）」，「愛情関係（lien d’affection）」，子への「奉
仕（services）」という要素が子の利益のために認められるべき訪問権の根拠
となっており，子からおじ・おばに示されるべき愛情と感謝の情と，逆に，
子がおじ・おばから受けるべき愛情が訪問権承認の理由とされている。
次に，血縁関係のない育ての親に関する裁判例??では，「愛情関係」が訪問
権の根拠とされ，子から示されるべき感謝の情を理由として訪問権が認めら
れている。
さらに，姦生の父の訪問権に関しては，1972年まで単純自然子以外の自然
子の法的親子関係の立証が禁じられていたので，姦生の父の訪問権は第三者
の訪問権として扱われた。扶養料との関係で姦生子と血縁の父との法的親子
関係の立証が緩和されるに伴い??，判例において??，扶養料の支払いがあった
ことを理由として姦生の父に訪問権が認められた。そして，1955年７月15日
の法改正において，姦生子と乱倫子の親の扶養料支払いについて定める342条
２項が設けられ，一部の学説と判例は??，この342条２項を根拠として，扶養
料を支払った姦生子の父に，報償的に訪問権を認めた??。この時期は，第三者
の訪問権は拡張される傾向にあった。
第342条（1955年７月15日法律第55-934号により２号から４号が規定）
子は，335条にしたがって認知を認められない場合には，父子関係ある
いは母子関係の捜索を認められない。
近親相姦または姦通関係から出生した子は，扶養料を主張することが
できる。ただし，その訴えは，その立証が禁止されている親子関係の存
在を宣言する効果を有しない。
訴えは，未成年子を通じて提起することができる。訴えが，子の未成
年の間に提起されなかった場合には，子は，成年後１年のうちに訴えを
提起することができる。
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事件は，通常の形式で審理され，評議部として弁論される。検察官は，
意見を聞かれる。判決は，公開の法廷で行われる。
1958年のオルドナンスによって，育成扶助の制度が民法典375条以下に設け
られた??。この育成扶助の制度により，訪問者の固有の権利であるとする伝統
的な訪問権の概念に対して，危機的状況にある子のための「訪問の職務
（mission de visite）」という概念が生じた??。この概念は，逆に，子が危機的
状況になければ，第三者は訪問権をもたないという帰結をもたらした。
このオルドナンスの後の1961年の破毀院判決??は，父母以外の訪問権の権
利主体を祖父母に限定し，育ての親としての役割を果たした代父・代母への
訪問権を，第三者による親権への不可侵を理由として拒否している。その後
の1964年のパリ控訴院判決は??，これを踏襲し，子の事実上の監護をした母方
のおじ・おばの訪問権を否定した。1961年の破毀院判決以降は第三者の訪問
権は，育成扶助の措置においてのみ認められるというように限定的に捉えら
れる傾向にあり，再び従来の訪問権が確認されるには，1970年の立法を待つ
ことになる。
１ 302条は離婚後の子の監護について定めた条文であるが別居の場合にも適用される。ま
た，302条の「子は離婚を得た夫婦の一方に委ねられる」とは子の監護が離婚についての
無責配偶者に委ねられることを意味しており，立法者は，このような有責配偶者の監護
権の喪失は離婚有責者への制裁だと?えていた。Planiol et Ripert,Traite? pratique de
 
Droit civil français, La famille,par Rouast,t.II,Paris,1952,n°650,659,685. 302条
は，1945年４月12日のオルドナンスにより次のように改正された。「子は離婚を得た夫婦
の一方に委ねられる。ただし，裁判所が家族会または検察官の請求に基づいて，かつ，
238条３項の適用によって集められた情報を参照して，子の最大の利益のために，子のす
べてまたはそのうちの一部が，夫婦の他方の，あるいは第三者の配慮に委ねられること
を命じる場合には，その限りではない」。この法改正により，302条に「238条３項の適用
によって集められた情報を参照して」という文言が付け加えられたのであるが，この238
条〔勧解，不調の場合の仮の措置〕の３項は次のとおりである。３項「このほか，子が
存在する場合には，裁判官は，家族の物質的および精神的状況について，それらの子が
生活し，かつ，育てられる条件について，および，場合によっては子の確定的な監護に
関してしかるべき措置について，情報を集めるために適当なすべての者に委任する」。な
お，さらに，302条は，1975年７月11日の法律第75-617号による新離婚法で現行法のとお
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りに改正されている。303条についても同様であるが，現行の303条はさらに2004年３月
26日法により一部修正されている。なお，以下，条文の引用において特にことわりがな
ければ，民法典を指すものとする。また，本稿における条文訳については，田中通裕『親
権法の歴史と課題』（信山社，1993年），稲本洋之助編訳『フランス民法典第一篇―その
原始規定（1804）と現行規定（1971）―』，法務省司法法制調査部『フランス民法典―家
族・相続関係―』（法曹会，1978年）を参照した。
２ 立法者は，離婚後も子に対する責任を両親は負うべきであるとの?えから監督権を認
めたようである。Fenet,Recueil Complet des travaux pre?paratoires du Code civil,
Du divorce,t.9,re?impression e?d.,1827,p.486,487. 監督権は，その必然的帰結として
訪問権を含むとされる。H.Mazeaud et J.Mazeaud et François Chabas,Leçons de
 
droit civil,La famille,7?e?d.,Paris,1995,n°1145. 監督権は，子と直接に会うというか
たちで行使される狭義の訪問権，子と文通（通信）する権利，子の学校教育・宗教教育
を監視する権利として行使される。Planiol et Ripert,op. cit.,n°654. 監督権は，子の
育成と監護を監視する権利であるが，干渉する権利ではないとされる。Re?pertoire de
 
droit civil,Divorce,D.,1989,n°719.
３ Planiol et Ripert, op. cit., n°653. なお，監護は親権の本質的属性である。Juris
-classeur Code civil,vol.《Art.371 a?543》,Juris-classeur,1998,n°15.監護（la garde）
という言葉は，すでに1792年の起草者によって示されていたが，実際に民法典に登場す
るのは，1910年の法定管理に関する389条においてであった。389条では，「......est confie?e
 
la garde de l’enfant」と書かれていた。なお，1804年の原始規定302条には，「les enfants
 
seront confie?s......」と表現されているだけである。Juris-classeur Code civil,op. cit.,
n°14. 条文上では，1970年法の371-２条において，「監護権（le droit de garde)」とい
う表現がなされた。
親権の他の属性として，まず，法定収益権があげられる。これは親の利益のために確
立された権利であり，子の監護を有する親が法定収益権を有した。これに対して，法定
管理権は，むしろ子のために確立された権利であるのだが，1910年４月６日法により，
監護を有する親が法定管理権も得ることが明らかになった。さらに，監護者は教育権，
懲戒権，居所指定権を監護の帰結として当然に有することになる。また，入隊への同意
権を有することも1923年のデクレ・ロワにより定められた。他方，子の監護を有しない
親は，監督権および広義の訪問権（通信権，狭義の訪問権，宿泊させる権利を含む），婚
姻に関する同意権，子を解放する権利を失わない。Planiol et Ripert, op. cit., n°652,
653.
４ 1804年の原始規定372条と373条は，それぞれ次のように規定されていた。372条「子
は，その成年到達またはその未成年解放まで，父母の権威の下にある」，373条「婚姻中，
父のみが，この権威を行使する」。
５ 父は離婚により家長ではなくなるため，親権に関する父の優位性を認める意義がなく
なる。そこで，離婚後，親権行使は制限され，監護権と監督権が分属することになる。
Planiol et Ripert,op. cit.,n°650,654. Colin et Capitanも離婚または別居後は父の優
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位性が消滅するとし，監護権と親権の属性である監督権は分属するとした。Colin et
 
Capitan,Cours e?lementaire de Droit civil français, t.II,Paris,1923,p.460-462. なお，
Simlerは監護者である父母の一方は監護が与えるところの権利と義務を排他的に有す
るが，それ以外の親権の属性は父母が共有するという。Simler,La notion de garde de
 
l’enfant,RTC civ.,1972,n°14. 以上のように，1970年以前の離婚後の親権については，
離婚後は，親権が分割され父母に分属するとする説，監護権および監護から生じる権利
以外の親権の属性は父母が共有するとする説などある。なお，1970年の法改正で，離婚
後の親権行使についての明文規定ができ，子を監護する者が親権行使をすることが定め
られた。
６ 他の観点から，1889年７月24日の法律の20条３項が，親権を喪失した父親もしくは母
親に，子が預けられた所において，子を訪問することを許可していることを訪問権の根
拠に挙げる者もいる。L. Garola-Giuglaris, Le fondement du droit de visiter et
 
d’he?berger l’enfant,D.,1965,I,p.1.
７ 子どもの区別については，栗林佳代「フランスにおける訪問権からの祖父母・孫関係
の?察―わが国の面接交渉権論の再?察にむけて―」九大法学第86号240頁（2003年）。
８ 原始規定383条は「376条，377条，378条，および379条は，適法に認知された自然子の
父母に共通である」と規定される。なお，懲戒権の規定は，1958年のオルドナンスで育
成扶助の制度に変わる。
９ Civ.,8 juillet 1857,D.,1857,I,p.273. 事案の概要については，前掲註(7)論文231，
232頁参照。なお，控訴院も徐々にこの意見に与するようになり，この時代以降，祖父母
の訪問権を認める多くの決定がなされた。P. Guiho,Essai d’une the?orie ge?ne?rale du
 
droit de visite, JCP,1952,I,963,n°4.
10 祖父母の訪問権は，当初，父権との関係で語られていた。1804年の原始規定における
父権は，ローマ法の父権や家長権（patria potestas）にみられるような絶対的な支配的
性質はもはや有しなかったが，依然として子に対する排他的支配の性格は持っていたと
される。子は成年に到達するか，もしくは，未成年解放されるまで父権に服した。原始
規定において，特に父権の絶対性を如実に表すものは，懲戒権の規定（375条から382条）
の存在および父権喪失の規定の不存在である。田中・前掲註(1)51頁以下参照。
なお，裁判所の家庭不和への介入という視点からは，19世紀初頭，父権はアンシャン
レジーム下と同様に依然として非常に強く，慣習の中で，裁判所の家庭不和への介入は
まだ通常的に行われていなかった。孫との関わりを父権者により恣意的に奪われた祖父
母が，裁判所に係争を持ち込むという?えすらなかった。1850年ごろ，この問題を審理
した裁判所は沈黙を守っており，いくつかの控訴院は，父権者の意に反して，祖父母が
孫を訪問することを許可しようとはしなかった（Paris,21 avril 1853,S.,1853,II,p.297;
Montpellier,17 fevrier 1855,D.,1857,I,p.274;Bordeaux,13 juin 1860,D.,1861,II,p.
92)。裁判所は，それが父権への，とりわけ，374条（子を父家にとどまらせる権利）へ
の侵害になると?えたからである。法解釈は分かれており，ロランは，この厳密な判例
を擁護する一方で，ドゥモロンブは，法的というよりも感情的次元の議論を援用しつつ，
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祖父母への訪問権の承認を要求した。Guiho,op. cit., n°3.
11 371条はモーゼの十戒から引き出された原則であり，これが2002年の新法でも残された
のは，親権という表現が残された際に理由となった「権威があるから責任がある」とい
う同様の精神においてである。Hugues Fulchiron,L’autorite?parentale re?nove?e(Com-
mentaire de la loi du 4 mars 2002 relative a?l’autorite?parentale(1)),Defre?nois,2002,
n°15/16,37580,p.963. なお，371条は，父母のみならず，すべての直系尊属も対象にし
ていると解される。なお，本条には制裁規定がないことから，単に道徳的規範にすぎな
いといわれるが，他の規定の解釈基準として用いられるという意味において，法律規範
ともとれると言われている。谷口知平『現代外国法典叢書仏蘭西民法（Ⅰ）』（有斐閣，
1956年）358頁参照。
12 Guiho, op. cit., n°8;V. Gaston, Essai sur le droit de visite sous la puissance
 
paternelle, the?se Poitiers,1941,p.42-46.
13 姦生子・乱倫子は1972年の法改正まで法的親子関係の立証が禁じられていたので，こ
れらの親は第三者として扱われた。
14 兄弟姉妹の訪問権は，子ども会議の提案により，1996年12月30日の法律において，民
法典371-５条が新設された。この規定は，「子はその兄弟姉妹から離されてはならない」
と定める。これに反し，子が監護者により，その兄弟姉妹と引き離された場合には，民
法典389-３条により特別代理人を選任し，異議を申し立てることができる。しかし，現
実には，未成年子がこのような方法を実行することは難しく，また，実行したとしても，
裁判官は，せいぜい，子の両親に，兄弟姉妹を引き離したことに対し，再?を促す程度
であると言われている。D.Bourgault-Coudevylle,Les relations de l’enfant avec l’
autres personnnnes que sesssss pe?re et me?re,Dr.et Patr.,2000,n°85,p.76,77. なお，
子ども会議は児童を代表する577名の子どもたちにより組織され，1994年の発足後は，毎
年，会議を行っている。http://www.assemblee-nationale.fr/juniors/parlement-en-
fants.asp
15 代父（parrain）・代母（marraine）とはキリスト教で洗礼を受けるときに子の名付け
親になる第三者のことである。
16 自然子（姦生子・乱倫子を含む）は，1972年１月３日法以来，334条２項により，親の
「家」に入ることになったので自然子の祖父母は，1970年立法の父母以外の者の訪問権の
規定である371-４条では，同条２項の第三者の規定でなく，法的祖父母のための１項が
適用されることが明らかになった。
17 パリ控訴院1957年４月２日判決（D.,1958,II,p.211）は，甥を数年間に渡り育てたお
じ・おばに訪問権が認められた事案である。この判決では，おじ・おばが甥を数年間に
渡り育てたという奉仕があり，また，これらの者の間にある血縁関係，愛情関係に基づ
く緊密な関係を維持することが子の利益にかなうと認められることから，さらには，子
（甥）が奉仕への感謝を示し，おじ・おばとの愛情の授受を継続して行うために訪問権が
認められた。
18 パリ控訴院1959年３月５日判決（JCP,1959,II,11180）は，夫の養子を生後10ヶ月か
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ら約８年間に渡り育ててきた継母に，夫との離婚に際して訪問権が認められた事案であ
る。ここでは，継母と継子の間に実の親子のような愛情関係があることが認められてお
り，このような関係を保つことは子の利益に資するのであり，さらには，子が実母の代
わりを務めた継母に感謝の情を示すために訪問権が認められた。
19 姦生の父と子との間に法的親子関係がないことを緩和するために，扶養料支払いの自
然債務が存在し，父の履行の意思によって民事債務へ更改されると解されていた。これ
は，後述の1954年６月４日のパリ控訴院判決で示されている。A.Rouast,note sous Paris
 
9 oct. 1958,D.,1959,II,p.9.
20 パリ控訴院1954年６月４日判決（D.,1954,II,p.544）は，姦生の父に訪問権が認めら
れた事案である。この事案では，婚姻関係にある女性が，夫とは別の男性との間に２人
の子を設け（1939年と1942年に出産），出生届けには，夫が子の父であるとはせず，自分
だけを親権者として記載した。その後，姦生の父が２人の子をそれぞれ1940年と1942年
に認知した（後に無効とされる）。夫の死亡（1942年７月１日）により婚姻関係は解消さ
れ，女性は子らの父と再婚したが，後に離婚した（1951年10月11日）。離婚に際して，子
らの父は監護権を主張したが，２人の子との間にいかなる法的親子関係も存在しないこ
とを理由に請求は認められなかった。しかし，子への扶養料を支払うことで，子に対す
る実父としての愛情が認められ，訪問権は認められた。なお，扶養料の支払いの根拠に
ついて，扶養料支払いの債務が自然債務として存在するとし，父の履行の意思により民
事債務に更改されるとした。後述のように，1955年の法改正後では，1958年10月９日の
パリ控訴院判決，1966年３月29日の破毀院判決でも子への扶養料を支払った姦生の父に
訪問権が認められている。
21 パリ控訴院1958年10月９日判決（D.,1959,II,p.8）は，姦生の父に訪問権が認められ
た事案である。この事案では，未婚の女性と既婚の男性との間に子が産まれたので，子
は父方姦生子として，母が監護していた。姦生の父は子の出生直後に子を認知をし（1947
年１月15日），扶養料を支払っていたが，後の裁判で認知は無効とされ（1956年５月24
日），このことにより姦生の父の訪問権が争われた。このパリ控訴院は，1955年法によっ
て定められた342条２項の姦生の親の扶養料支払い義務は，姦生の親に子との交流をもた
らすとし，また，1938年７月27日の破毀院判決（DH,1939, I, p.73）において，すでに
自然子の祖父母に訪問権が認められていることとの?衡から，子に対する実父としての
愛情を示している姦生の父に訪問権を認めることが公平であるとし，姦生の父に訪問権
を認めた。さらに，破毀院1966年３月29日判決（D.,1966,II,p.396）は，姦生の父の訪
問権の根拠は「血縁（lien du sang）」にあるとし，子の利益に反しなければ，子への扶
養料を支払った姦生の父の訪問権は棄却されないとした。なお，ここでは姦生の父の訪
問権は親権・監護権から独立した独自の権利であると解されており，訪問権は自然権的
なものとして捉えられていることが評釈において指摘される。A.Rouast,note sous Civ.
29 mars 1966,D.,1966,II,p.369,370.
22 G.Viney,Du《droit de visite》,RTD civ.,1965,n°12. しかし，このような訪問権と
扶養料の結合は，学説で批判され，後の裁判例，パリ控訴院1972年６月30日判決（D.,1972,
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II,p.754）でも，訪問権と扶養料の結合は否定された。Maurice Marthaler,Le droit de
 
visite des parents se?pare?s de leurs enfants en Suisse,en France et Allemagne,Paris,
1963,p.30.
23 1958年12月23日オルドナンス第58-1301号によって育成扶助の制度が設けられた。田
中・前掲註(1)67-70頁，田中通裕「フランスにおける訪問権（droit de visite）―その権
利主体の範囲と法的性質をめぐって―」法と政治第32巻１号178-182頁（1981年）。育成
扶助の制度とは，子の監護者による子の危機の場合に，児童裁判官が一定の権限を行使
して子を保護する制度である。すなわち，児童裁判官は，危機に瀕する子どもを，379条
に基づき，親族あるいはそれ以外の個人や施設に一時的に委ねることを命じうる。子が
後述の児童社会援助機関以外に託された場合には，育成扶助の措置が適用されている子
とその家族には，第三者や施設による職務としての訪問が行われる。なお，各条文は次
のとおりである。375条「健康，安全，精神または教育が危険にさらされている21歳未満
の未成年者は，375-１条から382条に規定される条件の下，育成扶助の対象となる」。379
条「児童裁判官は，評議部の判決によって裁定する。児童裁判官は，未成年子を次の者
へ引き渡すことを決定しうる。１ その父，母または監護者，２ 親族または信頼に値
する者，３ 教育機関または専門教育機関または再教育機関，４ 治療または療養の予
防公衆衛生施設，５ 児童社会援助機関。児童裁判官は，前述の１から４に予定される
場合には，未成年者とその家族を監視する開かれた環境において観察，教育または再教
育の援助を与えうる」。
24 これは，姦生の父の訪問権に関するリヨン控訴院1963年10月17日判決（D.,1964,II,p.
254）において表された。Viney,op. cit., n°5.
25 破毀院1961年３月22日判決（D.,1961,II,p.521）は，パリ控訴院1959年４月30日判決
（D.,1960,II,p.673）が，育ての親である代父・代母に，子の利益，子との精神的関係（も
しくは擬似的親子関係：lien spirituel），子から示されるべき感謝の情を理由に訪問権を
認めたことを破毀し，一転して，代父・代母の訪問権を親権（父権）への不可侵を理由
に否定した。この破毀院は，「未成年子の監護権を授けられている親は，直系尊属（ascen-
dants）以外の人のために，訪問あるいは宿泊させる権利を課され得ない」と述べ，訪問
権の権利主体の範囲についての原則を宣言した。実定法上の根拠としては，父権に関す
る規定である373条を挙げている。なお，前述の1966年の破毀院判決は，この1961年の破
毀院判決において子の利益が重視されなかったことを批判している。Rouast, Civ. 29
 
mars 1966,p.369.
26 パリ控訴院1964年４月14日判決（JCP,1964,II,13681）は，原則として，父母以外の
訪問権の権利主体を祖父母に限定し，子の代父・代母であり，事実上の監護もしていた
母方のおじ・おばに訪問権を認めなかった。さらに，このパリ控訴院は，育成扶助制度
を定める375条の要件と，親権を喪失した父母にも子を訪問することを許す1889年７月24
日の法律の20条３項の要件が満たされない限り，傍系血族の身分，精神的関係（lien
 
spirituel），数年間に渡ってなされた子の世話，子へ示された愛情（もしくは確証される
愛情：l’affection te?moigne?e）のいずれも，侵害を許さない完全な（non de?menbre?e）
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父権への攻撃を正当化できないとした。
二 1970年の法改正から2002年の法改正までの訪問権
１ 父母の訪問権
1970年６月４日の親権法の改正により，父母の訪問権は，当初，フランス
民法典第９章「親権」の第１節「子の身上に関する親権」の第１款「親権の
行使」における373-２条に明文化された。
第373-２条（1970年６月４日法律第70-459号による新設）
父母が離婚または別居する場合には，親権は，父母のうち裁判所が子
の監護を委ねた一方によって行使される。ただし，他方の訪問および監
督の権利は別である。
監護が第三者に委ねられた場合には，親権の他の属性は引き続き父母
が行使する。ただし，裁判所は，第三者を仮の監護者として指名して，
その者が後見の開始を申請しなければならないことを決定することがで
きる。
この条文は，離婚後は子の監護をする者が親権も行使することを定め，離
婚後の親権の帰属を明らかにした。また，親権と監護権を委ねられなかった
親は監督権および訪問権を有することを明らかにした。
さらに，1975年の離婚法改正によって，302条と303条は廃止され??，その内
容は，それぞれ，287条と288条に引き継がれた。そして，父母の訪問権は，
民法典第６章「離婚」の第３節「離婚の諸結果」の第３款「子に対する離婚
の諸結果」における288条にも規定された。288条１項により，子の監護を委
ねられなかった親は，子の養育および育成についての監督権を有するが，子
の養育費用ついては父母が各々の収入に応じて負担することが定められた。
２項は，非監護親の訪問権を定めるのであるが，1970年の373-２条が訪問権
の内容については触れなかったことに比べ，288条２項では，訪問権の内容に
宿泊させる権利までが含まれることを明記し，さらに，訪問権は重大な理由
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がなければ拒否されないことを明らかにした??。
第287条（1975年７月11日法律第75-617号による新設）
監護は，未成年子の利益に従って，夫婦の一方または他方に委ねられ
る。例外的に，かつ，子の利益がそれを要求する場合には，子の監護は，
子の血族を優先して選択する他の者の下に，あるいは，それが不可能で
あることが明らかである場合には，育成施設に委ねることができる。
第288条（1975年７月11日法律第75-617号による新設）
子の監護を委ねられなかった夫婦の一方は，子の養育および育成を監
督する権利を保持する。それらの収入に応じて，子の養育および育成を
分担する。
訪問および宿泊の権利は，重大な事由による場合でなければ，その者
に対して拒否することができない。
その者は，子の財産の善良な管理の利益がそれを要求する場合には，
372-２条および389条の適用を除外して，司法的監督の下に，子の財産の
全部または一部を管理する任に当たることができる??。
前述のように，父母の訪問権は，1970年に，373-２条により親権法の領域
に明文化され，さらに，1975年に，288条により離婚法の領域に，より詳しい
訪問権の規定が置かれることになった。このように，1975年以降は，訪問権
は，親権法と離婚法の両領域に規定されていた。
さらに，離婚後の共同親権についての改革が，1987年と1993年に行われた。
1987年の法改正で，離婚法287条により，裁判所は，離婚に際して両親の意見
を聞いた後で親権を共同で行使させるか，単独で行使させるかを決定できる
ようになった。1993年の法改正では，287条において，共同親権が原則である
ことが宣言された??。なお，1987年に法改正の時点で，「監護」という用語は
条文上において形式的に廃止され，親権という用語に統一された??。
第287条（1987年７月22日法律第87-570号による改正）
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親権は，未成年子の利益に従って，裁判官が両親の意見を受けた後で
両親によって共同で，あるいは，両親の一方によって行使される。親権
の共同行使の場合には，裁判官は，子が常居所を有するところの親を指
定する。
第287条（1993年１月８日の法律第93-22号による改正）
親権は，両親によって共同で行使される。協議による合意がない場合，
もしくは，この合意が子の利益に反すると思われる場合には，裁判官は，
子が常居所を有するところの親を指定する。
子の利益が命ずるならば，裁判官は，両親の一方に親権の行使を委ね
ることができる。両親は自発的に，もしくは，裁判官の命令により，親
権行使の態様について意見を提出しうる。
前述の共同親権制の導入に伴い，訪問権を規定する288条と373-２条も修正
されている。共同親権が導入されたので，従来の訪問権の規定は例外的に単
独親権となった場合を規律することになった。
用語については，訪問権に関する条文からも「監護」という表現が削除さ
れた。すなわち，離婚法の288条１項における「監護」という表現が「親権」
という表現に改められたが，訪問権を定める２項は，そのまま維持されてい
る。親権法の373-２条１項からも「監護」という用語は削除された。
第288条（1987年７月22日法律第87-570号による改正）
親権の行使を有しない親は，子の養育および育成を監督する権利を保
持する。その結果，その親は，子の生活に関する重要な選択を通知され
ねばならない。その親は，自らの収入および他方の親の収入に応じて，
子の養育および育成を分担する。
訪問および宿泊の権利は，重大な事由による場合でなければ，その親
に対して拒否することができない。
その親は，子の財産の善良な管理の利益がそれを要求する場合には，
372-２条および389条の適用を除外して，司法的監督の下に，子の財産の
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全部または一部を管理する任に当たることができる。
親権の共同行使の場合には，子がその下に通常居住しないところの親
は，自らの収入および他方の親の収入に応じて，子の養育および育成を
分担する。
第373-２条（1987年７月22日法律第87-570号による改正）
父母が離婚または別居する場合には，親権は，両親によって共同で，
あるいは，裁判所がその行使を委ねた両親の一方によって行使される。
ただし，他方の訪問および監督の権利は別である。父母が共同で親権を
行使する場合には，372-１条および372-２条の適用は維持される??。
第373-２条（1993年１月８日の法律第93-22号による改正）
父母が離婚または別居する場合には，親権は，287条が予定した状況に
おいて行使される??。
離婚法と親権法の両領域にまたがる訪問権の規定は整理され，1993年には
親権法373-２条から訪問権の記述は削除され，より詳細に訪問権を規定する
離婚法288条のみ残された。しかし，親権に関する規定が離婚法と親権法に分
散している状態は2002年の法改正まで続いた。
２ 祖父母と第三者の訪問権
1970年６月４日の親権法の改正によって，祖父母と第三者の訪問権に関す
る371-４条が，第９章「親権」の第１節「子の身上に関する親権」において
新設された。この条文の１項は，原則的に認められる祖父母の訪問権を定め，
２項は，例外的に認められる第三者の訪問権を定めている??。
第371-４条（1970年６月４日法律第70-459号により新設）
父母は，重大な事由がない限り，子とその祖父母との身上の関係（rela-
tions personnelles）を妨げることができない。当事者間に一致がない場
合には，その関係の態様は，裁判所によって定められる。
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裁判所は，例外的な状況を?慮して，血族または血族でない者に通信
（correspondance）または訪問（visite）の権利を付与することができ
る。
なお，１項における「重大な事由」は子の利益によって構成され，重大な
事由についての判断は，裁判官が訪問権の利害関係の調整において行う??。
さらに，祖父母の訪問権は「身上の関係」という表現で表されたが，これ
は，祖父母の訪問権の内容に，子が定期的に祖父母の住居に滞在することま
でを当然に含むということを明確にするためである??。
27 立法者は302条を有責配偶者への制裁として捉えていたので，離婚後の子の監護者の決
定は，夫婦間の問題を基準として行われ，子の利益とは矛盾するのではないかというこ
とが指摘されていた。Re?pertoire de droit civil,op. cit., n°615.
28 Re?pertoire de droit civil,op. cit., n°722.
29 372-２条〔第三者の保護〕（1970年）は「夫婦のそれぞれは，善意の第三者に対して
は，夫婦の一方のみが子の身上に関して親権に属する行為を行うときも，他方との一致
をもって行使するものとみなされる」と規定する。389条〔法定管理人〕（1970年）は「両
親が共同で親権を行使する場合には，父が法定管理人である。その他の場合には，法定
管理は，両親のうち親権を行使する者に属する」と規定する。
30 なお，1993年の法改正では，大審裁判所が管轄していた家事事件は，小審裁判所の家
事事件裁判官（jege aux affaires familiales）の下で係争されることになった。フラン
スの司法制度について，山本和彦『フランスの司法』（有斐閣，1995年）195頁参照。
31 ?監護権」は「親権」とは別に存在していたが（起源については前掲註(3)を参照），そ
の性質は複雑で曖昧だったとされる。しかし，明らかであったのは，監護権は離婚後の
親権の基本的使命を実現することを可能にするものであったということである。Juris
-classeur Code civil,op. cit.,n°14,15. ?監護」という文言は，表現としては，2002年
の法改正まで371-２条２項に残っていた。Juris-classeur Code civil,op. cit.,n°14-17.
32 372-１条と372-２条の両条文は親権行使に関する規定である。条文の内容については，
372-２条は前掲註(29)参照。372-１条〔意見の不一致〕（1970年）は，１項「父母が子の
利益が要求することについて一致するに至らなかった場合には，父母が以前に同様の場
合に従うことがあった慣行（pratique）が，それらの者にとって準則に代わる」，２項「そ
のような慣行がない場合，または，その存在もしくはその根拠（bien-fonde?）について
争い（contestation）が存在する場合には，もっとも適切な夫婦の一方が，後見裁判官に
申し立てることができる。後見裁判官は，当事者を勧解することを試みた後に裁判する」
と規定される。
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33 なお，2002年の法改正により，現行の373-２条は，次のとおりに改正された。そして，
訪問権については373-２-１条が新設され，そこで規定されている。現行の373-２条１項
「両親の別離は，親権行使の帰属準則に影響することはない」，２項「父母のそれぞれは，
子と身上の関係を維持し，他方の親と子の絆を尊重しなければならない」，３項 ?両親の
一方が住居を移すことは，それが親権の行使の態様を変えるものである以上，事前かつ
適宜に，他方の親に知らされるべき情報の対象となる。意見の不一致の場合には，もっ
とも適切な親が，子の利益の要求に従って決定を下すことを家事事件裁判官に申し立て
る。その結果，裁判官は，子の移転費用を分配し，子の養育および育成の分担金を調整
する」。
34 1970年の立法については，前掲註(7)論文244-247頁。
35 Thierry Gare?,Les grands-parents dans le droit de la famille, the?se Lyon,1989,n°
304. ただし，子の利益の内容については，見解が分かれる。Gare?は，世代間の交流に
より子へ学習の機会が与えられることを重視するが，Gobertは，特に子の安定を重視
し，重大な事由を厳しく判断していくべきとする。Gare?, op. cit., n°302; Gobert,
L’enfant et les adultes (a?props de la loi du 4 juin 1970), JCP,1971,I,2421,n°20.
36 破毀院1931年７月６日判決（D., 1931, I, p.428）が，祖父母の訪問権の内容に孫を滞
在させることまで含ませることを認めて以来，すでに一般的になった。C.Colombet,
Commentaire de la loi du 4 juin 1970,D.,1971,I,pp.1 et s.;Sutton,Du droit des
 
grands-parents aux relations avec leurs petits-enfants,JCP,1972,I,2504,n°11.なお，
「身上の関係」とは，「祖父母と孫の間の通常の愛情的交流に当たる全てのもの」とされ
る。R.Legeais,L’autorite?parentale,Defre?nois,1973,n°68.
三 2002年の法改正における訪問権
2002年３月４日の親権に関する法改正は，1970年に始まった一連の法改正
の一環として行われた。
まず，1970年の親権法の改正では，父権という用語が親権に改められ??，そ
して，婚姻中は母も父と共同して親権を行使できるように改められた。解釈
上，疑義のあった離婚後の親権行使についても規定が設けられ，離婚後は，
監護と親権を連結させて夫婦の一方に付与するものとされた。1972年の法改
正では，自然子の区別が撤廃され，すべての子どもを平等に扱うことが定め
られた。これにより親権の規定はすべての子どもに共通して適用されること
が明らかとなった。さらに，1987年と1993年の法改正において，共同親権制
が導入された。すなわち，1987年法により，共同親権と単独親権が選択され
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うるようになり，1993年法では共同親権が原則となった。共同親権の原則は，
1989年の「児童の権利条約」の９条に定められる「子が２人の親を持つ権利」
を国内法に実現しようとしたものである。夫婦としてのカップルの破綻を越
えて，両親としてのカップルを存続させること，すなわち，離婚後も２人の
親が共同して子どもの面倒をみるべきという?え方は，共同親性（copar-
entalite?）という用語で表される。これは，1993年１月８日の法律で固まった
概念である??。
以上のような1970年から1993年の間の法改正を通じて，家父長制からの既
婚女性の自立と子どもの権利の確立が進められた??。とりわけ，1989年の児童
の権利条約以降は，子の権利に対する関心が高まり，子をすべての基本と尺
度にする動きすらあった。しかし，2002年の法改正では，真の子の権利の追
求，つまり，子の人格の尊重が主眼とされた。そこでは，子には子としての
権利を認めること，すなわち，親に対抗しうる権利を議論するのではなく，
子の人格の尊重（371-１条２項）が議論されている。そして，家族内での役
割と地位のバランスに配慮するこのような見解は，子に新しい権利を認める
ことよりは，子の保護をより強化することに表れている。具体的には，子の
権利の向上，すなわち，①嫡出，非嫡出の区別をしないという子の平等，②
新しい権利の承認（祖父母と第三者の訪問権について定める371-４条，子が
保護を受ける権利について定める371-１条３項），③子の保護の強化（養育義
務の強化，売春の取締の強化，国際的誘拐に対する子の保護，待機ゾーンの
子の保護??）を目指すものである??。
2002年の法改正は，以上の①～③の子の権利の向上のために，子の利益を
目的とする親権の強化を行った??。すなわち，2002年法の立法者は，「共同親
性の原則」と「子の人格の尊重」という２つの改革の柱を打ち立て??，非嫡出
家族が増加しているという現実に法律を適応させる必要性を強調し??，婚姻
制度の枠にとらわれない実質的親子関係に基づく新しい準則を提案した。こ
の改革の方向性は，両親の役割の重要性を再認識し，すべての子に適用可能
な親権の共通の規定を作り上げることにより親権そのものの価値を高めるこ
と，親権の共同行使の一般化，別離後の事態を収束させるために両親に大き
な自由裁量権を与えること，両親自身と第三者による親権の権利・義務のさ
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らなる尊重により共同親性の原則を強化することにあった。以上のような両
親の子に対する共同責任をよりよく実現させるために，子の居所に関して，
379-２-９条が新設され，交替居所（re?sidence alterne?e）が導入された??。
そして，これまでは離婚法で処理されていた離婚または別居の際の親権行
使に関する規定は，民法典の親権の章に編入された??。親権行使に関する新規
定は，「一般原則」，「別離（se?paration）した両親による親権の行使に関し
て」，「家事事件裁判官の介入に関して」，「第三者の介入に関して」という４
つの細目から構成されている。なお，別離の場合の親権に関する準則は，2002
年の法改正までは「離婚」という名目の下で規定されていたが，今回，「別離」
に関する共通の準則として設けられたのは，嫡出家族における別離か非嫡出
家族におけるそれかを区別する必要を無くすためであり，婚姻による家族モ
デルの優位性を排除するためである??。また，ここでは，子に関する問題を「離
婚」から切り離すために，「夫婦（e?poux）」という表現は「両親（parents）」
に改めらている??。
１ 父母の訪問権
父母の訪問権の規定は，離婚法と親権法の両領域に規定されていたが，前
述の法改正により，離婚法の領域に規定されていた離婚または別居の際の親
権の規定が，親権法の領域に編入されたことで，訪問権の規定も統合された。
すなわち，287条，288条は廃止され，親権の章に訪問権の規定である373-２
-１条が新設された。この新規定は，内容的には287条と288条の一部を受け継
いではいるものの，共同親権の原則に基づくものである。この規定は例外的
に単独親権が行われる場合に発動し，２項において，親権を行使しない親に
も重大な事由がない限り訪問と宿泊させる権利が残される旨が定められてい
る。また，３項では，子の利益の観点から訪問権とは別に監督権が規定され，
この権利は同時に義務であること，すなわち，単独親権が採られるにしても
子に対する責任を免れる訳ではないことが明記されている??。
第373-２-１条（2002年３月４日法律第2002-305号による新設）
子の利益が命ずるならば，裁判官は，両親の一方に親権の行使を委ね
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ることができる。
訪問および宿泊の権利は，重大な事由による場合でなければ，他方の
親に対して拒否することができない。
親権の行使を有しない親は，子の養育および育成を監督する権利と義
務を保持する。その結果，その親は，子の生活に関する重要な選択を通
知されねばならない。その親は，371-２条によって定められる義務を尊
重しなければならない。
以上のように，共同親権が原則になったため，従来の父母の訪問権の規定
は，単独親権の場合にのみ適用されることとなった。
また，2002年法において，訪問権は訪問者の「権利」であると規定されて
いることは従来と変わりないが，その解釈は変化している。すなわち，従来，
訪問権は訪問者の権利であると解される傾向にあったが，今回の法改正によ
り，訪問権の子の権利の側面がより強調されることとなった。なぜなら，2002
年の法改正は真の子の権利の追求において行われており，訪問権の規定の改
正もその一環でなされていること，また，監督権は親の権利であるが，新た
に義務でもあるということが明記されたこと，からである。後者に関しては，
1970年に訪問権が監督権とは別個独立して明文化されたことから，それ以降
は，実定法上において訪問権と監督権は分離された権利であることが明らか
であるが，実態としては監督権の行使の場面から訪問権を切り離すことはで
きない。このような事情から，監督権の義務の側面が子の利益のために明記
されたことは，訪問権の解釈にも影響を与え，訪問権の子の権利の側面がよ
り強調されることになったと言える。
２ 祖父母と第三者の訪問権
祖父母と第三者の訪問権を規定する，これまでの371-４条は，同条１項に
おいて，祖父母を持ち上げる一方で子の権利を二次的地位に追いやるもので
あると批判する者がいた??。この1970年の旧規定が，「祖父母と孫の関係」を
想定したとするならば，2002年の新規定は，「孫と祖父母の関係」を想定した
と言える??。
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第371-４条（2002年３月４日法律第2002-305号による修正）
子は尊属と身上の関係を保つ権利を有する。重大な事由による場合で
なければ，この権利は妨げられない。
子の利益にかなうならば，家事事件裁判官は，血族または血族でない
第三者と子の関係の具体的な態様を定める。
371-４条１項の条文の構造は全く変えられた。すなわち，１項による訪問
権の権利主体は，旧規定では，祖父母となっていたが，今回の改正により，
子が権利主体となるように変えられた。祖父母の訪問権は19世紀半ば頃から
判例・学説により承認され形成されていったのであるが，1970年の立法的承
認をうる直前では，祖父母の訪問権は固有のものであり，父母を債務者とす
る権利であると?えられるようになっていた。その結果，子の利益は訪問権
の中心にあるとしても，訪問権の受益者は祖父母であると解されていた。そ
の後，1989年の児童の権利条約がフランスでも批准され，子の権利が注目さ
れることになる。このような背景の下，新法では子が訪問権の権利主体とな
るように改正された。新法を解説する学説は，371-４条１項について，同項
の権利主体は子である一方で，他方，祖父母は依然として他の親族に比べる
と特権的地位にいることが明白であることから，訪問権は子と祖父母の相互
的権利であるとする??。
第三者の訪問権に関する２項では，「例外的状況」という第三者へ訪問権を
認める際の従来の基準が削除され，「子の利益」にかなうならば訪問権が認め
られことが正面から規定された。
以上のように，2002年法における371-４条１項，２項のいずれにしても，
訪問権は訪問者の権利であると解されてきたことに対して，訪問権は子の権
利である，あるいは，子の権利でもあるということが強調される規定となっ
ている。
なお，祖父母と第三者の訪問権の規定は，1970年の立法当初から親権の章
の「一般原則」の部分に規定されており，2002年の法改正においても，それ
は維持されている。371-４条の改正内容の詳細は次のとおりである。
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⑴ 用語の変化
371-４条１項の「祖父母（grands-parents）」という表現は，「尊属（ascen-
dants）」という表現に修正された。この尊属という文言は，元老院（Se?nat）
の修正案によるものである。当初，国民議会による371-４条の改正案では，
「系（ligne?e）の構成員」という表現が用いられていた??。これを，元老院議員
の Be?teilleは，「系の構成員」が「直系の卑属（descendance）」を指すことを
指摘し，最終的に「尊属」という表現に修正された??。この表現の変化によっ
て，これまでは解釈により，1970年法の371-４条１項の「祖父母」に含まれ
るとされていた曾祖父母が，371-４条１項の受益者であることが明らかに
なった。なお，父母は，ここでは「尊属」には入らないと解されている。
前述のとおり，２項では，1970年法が「例外的状況」においてのみ第三者
に訪問権が認められると規定していたことに対して，2002年法では，「子の利
益」にかなうならば認められると修正された。これは，第三者に訪問権を認
めるか否かの基準になるのは，例外的状況があるかどうかではなく，訪問権
が子の利益に資するかどうかであるということを明らかにしたものである。
そして，子を規定の中心に置くことは第三者との関係の可能性を柔軟にする
効果をもたらす??。
⑵ ?重大な事由」の維持
2002年の法改正においても，371-４条１項では，祖父母に訪問権を認めるか
否かの基準として「重大な事由」が維持された。すなわち，判例においては，
「子の利益」が，祖父母の訪問権を認めるか否かの基本的基準として採用され
ており，「重大な事由」は二次的なものに格下げされているにもかかわら
ず??，法改正ではこれを反映せず，「重大な事由」の基準がそのまま維持され
ることになった。学説においても，「重大な事由」を主張することは無益であ
ることが指摘されている。なぜなら，「重大な事由」がなくても，例えば子が
すでに新しい家庭において安定した家族生活にある場合などは，訪問権を認
めることは「子の利益」に反すると判断されることがあるからである。結局
は，「子の利益」が，371-４条の適用の決定的な基準となるのである。また，
「重大な事由」で訪問権を否定するより「子の利益」による方が，子あるいは
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祖父母に精神的ダメージを残さないことが指摘される。さらに，「重大な事由」
で祖父母の訪問権を判断することは，祖父母と子の親との間の紛争を激化さ
せるおそれがあり，子を大人の紛争に巻き込む危険性があるとも指摘されて
いる。したがって，「重大な事由」を祖父母の訪問権の判断基準として維持す
ることの意味はなく，「重大な事由」がある場合に訪問権が制限されるとする
のではなく，同条の２項に規定される基準のように，「子の利益」のために祖
父母の訪問権が認められると明記すべきたったという批判がなされている??。
⑶ 祖父母と第三者の区別の維持
新規定においても，祖父母と第三者の訪問権の区別は維持された。すなわ
ち，祖父母の訪問権は，原則として認められるが，第三者の訪問権は，例外
的に子の利益が要求する時のみに認められるという区別である。それは，子
の利益が両者の不平等な取り扱いを許すからである。2002年法の議会の議員
は，1970年法の議員と同様に，祖父母もしくは曾祖父母に会うことは，愛情
面と教育面の両方において子の利益になると?えているようである。こうし
た子の利益の推定は，祖父母には働くが，第三者には働かない??。
37 なお，2002年の法改正においては，「親権」という文言自体を法典上なくすかどうかと
いう議論がなされた。「親権」という文言は，力や権力という語をなくそうとするヨーロッ
パの法令からは 外にあるが，立法委員会は，権威（autorite）という語は，両親に属す
る権利と義務が不可分であるという性格をよりよく表しているとして，この表現を残し
た。Fulchiron,op. cit., p.962,963.
38 Fulchiron,op. cit., p.959,960.
39 とりわけ，子の身分の顕著な変容は1972年法以来の改革の証である。Vale?rie Lacoste,
Contribution a?une the?orie ge?ne?rale du droit de visite en droit civil,RRJ,1997,p.961.
40 2002年の法改正により，偶発的あるいは戦争や災厄から逃れさせようとする親族の意
思により，難民資格申請のための待機ゾーンまたはフランス領に単独で入った子に代理
人が保証されることになった。Fulchiron,op. cit., p.996,997.
41 Fulchiron,op. cit., p.982.
42 Nathalie Rexand-Pourias, Les relations entre grands-parents et petits-enfants
 
depuis la loi du 4 mars 2002 sur l’autorite?parentale, JCP,2003,I,p.100,n°1. 現行
法の親権については，新371-１条が次のように規定している。１項「親権とは，子の利
益を目的とした権利と義務の総体をいう」，２項「その安全と健康と精神的健康において
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子を保護し，その人格に払われるべき敬意において子の育成を行い，子の発達を可能に
するために，親権は子の成年到達あるいは未成年解放まで父母に属する」，３項「両親は
子の年齢と成熟度に応じて，子に関する決定に子を関与させる」。現在では，親権の属性
がいかなるものかというよりも，親権の目的によって定義される。Fulchiron,op.cit.,p.
964.
43 Fulchiron,op. cit., p.964.
44 Fulchiron,op. cit., p.959.なお，近年のフランスでは，婚姻外で生まれる子の割合は
新生児の40％にまで上るという。詳しくは，中村紘一・色川豪―「フランス親権法の改正
―親権に関する2002年３月４日の法律第305号―」比較法学第37巻314-316頁（2003年）。
45 373-２-９条１項「前２条が適用される場合に，子の居所は両親の住所に交替で，ある
いは，両親の一方の住所に定められる」，２項「子の居所の様式に関して，両親の一方の
請求により，あるいは，両親の意見の不一致の場合に，裁判官は仮の措置として自ら期
間を定めて交替居所を命ずることができる。期間終了時に，裁判官は，子の居所につい
て，両親のそれぞれの住所での交替によるのか，あるいは，両親の一方の住所によるの
か最終的な決定を下す」。交替居所が適用されれば，子は法的に交互に２つの住所を持つ
ことになる。その結果，税務上の問題も残ることになる。Fulchiron,op.cit.,p.968-970.
46 第１編の第６章の第３節「離婚の諸結果」に規定されていた286条から295条は，286条
以外は削除され，第９章の第１節「子の身上に関する親権」に統一された。
47 Fulchiron,op. cit., p.962.
48 中村・色川・前掲注（44）316，317頁参照。
49 Fulchiron,op.cit.,p.974. 共同親権の場合は，当然に両親は別離後も子に対する責任
を共同して有するのであり，373-２条２項において，両親はそれぞれに，別離後も子と
身上の関係（relations personnelles）を維持しなければならないことが定められてい
る。
50 Gobert,op.cit.,n°15;F.Boulanger,Droit civil de la famille,t.2,Économica,Paris,
1994,p.277;Rexand-Pourias,op. cit., n°1.
51 Rexand-Pourias,op. cit., n°15.
52 Rexand-Pourias,op. cit., n°5. なお，2002年の法改正前の学説であるが，同様の説
明をするものもある。Bourgault-Coudevylle,op. cit.,n°1.
53 La proposition de loi relative a?l’autorite?parentale,JO,Ass.Nat.,14 juin 2001,p2;
Le rapport de M.Dolez sur la proposition de loi 7 juin 2001,JO,Ass.Nat.,13 juin
 
2001,p.16.
54 M.Laurent Be?teille,JO,Se?nat,21 nov.2001.
55 Rexand-Pourias,op. cit., n°4.
56 Rexand-Pourias,op. cit., n°2.
57 Rexand-Pourias,op. cit., n°10,11.
58 Rexand-Pourias,op. cit., n°6.
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四 訪問権の実効性の確保
訪問権の実効性の確保のために，いくつかの手段が用意されている。
まずは，訪問権者が子を訪問しようとするのに，子の居所が定められてい
るところの親がそれを拒む場合と，逆に，訪問権者が訪問権を行使した後に，
その親に子を返さない場合とが?えられる。これらの場合において，子の健
康上の問題などの理由なく「不当に（indu?ment）」子の引渡しが拒否されてい
るならば??，子の引渡し拒否罪を規定する刑法典227-５条が適用され，刑罰が
科されうる??。この規定は，訪問権者や子の居所がその下に定められている親
の権利を尊重することを通じて，父母や祖父母などと子との関係を維持する
ことを保護しようとするものである。
また，訪問権の行使を困難にするのを避けるために，子が常居する住所の
変更は制限される。子を転居させた親が，訪問権を行使しうる者に対して，
子の住所変更を１ヶ月以内に通知しない場合には，妨害罪を規定する刑法典
227-６条が適用され，刑罰が科されうる??。民法典では，373-２-６条によっ
て，裁判官は，子とその親の双方との関係を維持する措置をとることができ，
とりわけ，双方の親の許可なくして子をフランス領外へ勝手に連れ出すこと
を禁じる旨を両親の旅券に記載することを命じることができる。。
次に，訪問権者が訪問権を行使しない場合である。例外的な場面ではある
が，育成扶助の制度によって第三者に預けられている子に対して，親が375-７
条２項による訪問権を意図的に２年間に渡り行使しなかった場合には，
378-１条により親権は剝奪される。しかし，通常の訪問権が行使されない場
合には，訪問権を直接強制する手段はなく，現在のところ，訪問権を一時的
に停止させるなどの方法しかない??。
さらに，2002年の法改正で象徴的なものとして民法典373-２-10条において
調停手続が新設された。373-２-10条１項により，「裁判官は，意見の不一致
の場合に，当事者に対して勧解させるように努める」。そして，同条２項によ
り，「両親による合意に基づいた親権の行使を容易にするために，裁判官は調
停措置を提案し，合意を得た後，手続きにかかるための調停人を指定するこ
とができ」，３項により，「その措置の目的と手続を知らせる調停人と会う」
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ことを命令できる??。新設された調停手続によって当事者の関係は調整され，
訪問権の行使は容易になりうる。
また，1993年の法改正において民法典388-１条が新設され，子の意見表明
が規定された??。この規定により，裁判官は子を聴聞する機会を持つことがで
き，訪問権について裁定する際に子の意見を反映させることが可能になった。
59 破毀院刑事部1973年11月28日判決（Bull.crim.,n°444, p.1108）において，訪問権者
である父に対して子の引渡しを拒否する母から，子の健康上の問題に関する医師の診断
書が提出され，母による子の引渡しの拒否は正当化された。
60 刑法典227-５条に違反した場合には，懲役１年および15,000ユーロの罰金が科される。
さらに，227-９条，227-10条は，次のように子の引き渡し拒否罪に対する刑罰が加重さ
れることを定めている。子に対して権利を要求しうる者が子の所在を知らず，５日間を
越えて留められる場合には刑罰は２倍になる。フランス領の外に留められる場合には，
違反者の刑罰は懲役３年および45,000ユーロの罰金になる。違反者が親権を喪失してい
る場合には，違反者には懲役１年および45,000ユーロの罰金が科される。
61 刑法典227-６条に違反した場合には，懲役６ヶ月および7,500ユーロの罰金が科され
る。
62 しかし，議論としては，子の親に関しては，扶養料を増額することによる間接強制の
手段が?えられる。また，過失認定について難しい問題は残るが，訪問権の不行使を，
子にとって償われるべき精神的損害と?える見解などがある。Marc Gomy, Vers un
 
devoir de visite et d’he?bergement des parents,JCP N,1999,n°20-30. 他にも訪問権の
不行使の場合に，子は損害賠償できるとする学説がある。Kamdem,L’enfant et le droit
 
de visite,Gaz.Pal.,1996,I,4030,n°15.
63 Fulchiron,op.cit.,p.972,973. なお，条文訳について，山田美枝子「フランスにおけ
る訪問権」比較法研究第67号171頁（2005年）を参照した。
64 388-１条は子の意見表明に対する法的保護を定める。388-１条１項「意思能力のある
未成年者（le mineur capable de discernement）は，この者に関わる全ての訴訟におい
て，この者の発言または同意を定める諸規定に反しない限り，裁判官により，または裁
判官がこのために指名する者により，意見を聴取される」。２項 ?未成年者が前項の請求
をするときは，この者の意見聴取は，特に理由を付した裁判によらない限り排斥されな
い。未成年者は，単独で，または，弁護士もしくはこの者が選ぶ者と共に，聴取されう
る。この選択が未成年者の利益に合致しないと思われる場合には，裁判官は，他の者の
指名を行うことができる」。
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五 訪問権の法的性質と根拠
訪問権がどのような性質を持つ権利であるのか，ということが議論になる。
とりわけ，訪問権が明文化される1970年前は，訪問権の法的性質に関する議
論は同時に訪問権を認めさせるための根拠としての意味を有し，これらの議
論は実践的な意味を有していた。すなわち，訪問権は，実定法上の規定ある
いは超実定法的な自然権などに結びつけられ，その性質と根拠が議論された
のである。訪問権の法的性質については，訪問権の立法化を経て，訪問権を
根拠づけるための実践的な意味を失いつつはあるが，それでもなお理論的に
は重要な問題である。そこで，これらの議論状況について，立法を中心にし
た大まかな時系列に沿って整理し，?察する。
１ 19世紀から1970年の立法まで
⑴ 訪問権の実定法上の根拠
ａ）父母
1970年の訪問権の立法化以前は，訪問権を正当化する根拠が必要であった。
そのため，父母の訪問権については，まずは，実定法上で関係のありそうな
親権と監護権が根拠として用いられ，その法的性質が論じられた。
まず，訪問権の法的性質および根拠を親権（父権）に結びつける学説があ
る??。この学説は，離婚後は，親権行使の一態様として訪問権が認められると
する。
次に，監護権に結びつける学説がある??。この学説は，監護権を理念的に物
質的監護（garde mate?rielle）と精神的監護（garde morale）に分割し??，訪
問権を物質的監護の一部として?える。そして，監護者には，子の監護の一
部を訪問者に譲渡することが義務づけられるとする。
ｂ）祖父母
祖父母の訪問権は，父母の訪問権と同様に19世紀中頃から裁判例において
問題とされるようになった。しかし，当初，祖父母の訪問権は，祖父母に固
有の権利ではなく，父権の濫用を禁止することの反射的効果でしかないと?
えられていた。このような権利濫用説によると，祖父母の訪問権は，権利と
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称せられるもののその実体は権利ではなく，単なる期待（simples espe?ran-
ces）を有するにすぎないことになる??。しかし，20世紀初め頃には，このよ
うな?えは祖父母にとって制限的過ぎると?えられるようになり，祖父母の
訪問権を固有の権利として認める説が登場する??。固有の権利としての祖父
母の訪問権を認めるために，次のような実定法上の規定を根拠とする学説が
登場した。
まず，子が直系尊属に対して尊敬と敬意を払う義務があることを規定する
371条から導かれた学説がある??。この学説は，子が371条の義務を果たすため
に訪問権が認められるとする。しかし，義理の親子間で訪問権が争われる場
合には，371条を根拠とする解釈では対応できないことなどが指摘されてい
る??。
次に，祖父母の訪問権を祖父母に分割された一種の親権の属性とみる学説
がある??。すなわち，祖父母の孫に対する「親権」を観念し，これを祖父母の
訪問権の法的性質および根拠とする。祖父母の「親権」とは，142条の尊属に
よる子の監督権，150条の婚姻同意権，402条の尊属の法定後見??をその内容と
する。そして，祖父母のこれらの権利を，父母の親権に依拠しない「自律的
な親権（puissance paternelle autonome）」というものもある??。しかし，他
方でこれらの権利は例外的状況においてのみに認められるものであるから，
親権とまでは言えないという批判がある??。なお，祖父母に親権が観念できる
ならば，前述の監護権説は祖父母にも適用されうる。
ｃ）第三者
訪問権は，20世紀に入ると次第に内容と権利主体の双方で拡張され，裁判
例において第三者の訪問権が問題とされるようになった。ところが，この第
三者の訪問権は，親権を制限してはならないと?えられていたため，親権お
よび監護権とは別の次元で認めざるをえなかった??。しかし，第三者の訪問権
を正当化するための実定法上の根拠は乏しかったので，超実定法的な根拠が
用いられることが多かった。実定法上の根拠が判例によって示されたのは，
姦生の父に関する訪問権についてである。前述のとおり，姦生の父は，子と
の生物学的親子関係はあっても法的親子関係の立証は禁じられていたため第
三者として扱われていたのであるが，子の扶養料を支払うことで報償的な訪
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問権がしばしば認められていた。1955年法により姦生の父の扶養料支払いに
関する342条２項が規定されたので，それ以降は一部の学説と判例において，
この規定が姦生の父の訪問権の根拠とされた。
⑵ 訪問権の超実定法上の根拠
訪問権を正当化する実定法上の根拠は前述のとおりであるが，とりわけ，
祖父母と第三者に関しては根拠として不十分であった。そのため，訪問権を
正当化するための超実定法的な根拠を認める必要性があった。超実定法的な
根拠によって訪問権を正当化する学説として，以下のものがみられる。
まず，社会の利益を引き合いに出すものがある??。この学説は，家族の紐帯
を保ち，その構成員の愛情の絆を維持することを可能にする訪問権を，社会
の利益であると説明する。したがって，この学説によると，父母と祖父母の
訪問権が射程に置かれる??。
次に，自然権を訪問権の根拠とする学説がある。この学説は，早くは20世
紀前半に父母と祖父母の訪問権を正当化するものとして登場したのである
が??，その後，訪問権の権利主体が第三者にまで拡張されると，その射程範囲
を広げ，第三者の訪問権の正当化の根拠としても用いられるようになった。
この学説は，訪問権の本質的根拠を，血縁者に関しては「緊密な血縁の絆の
中にある固有の自然的愛情」に求め，非血縁者に関しては「関係の中で自然
に育まれる愛情関係」に求める??。
さらに，訪問権の根拠を子の利益に求める学説がある??。この学説は，訪問
権が訪問者側からのみ構成されていたことに対して登場した学説である。す
なわち，子の利益は訪問権の基礎をなすものであって，訪問権の真の受益者
は子であり，したがって，訪問権は子の権利であるとする。
２ 1970年の立法後
訪問権が明文化された後は，前述の学説は訪問権を認める根拠としての実
践的な意味合いは失いつつあるが，実定法化された訪問権の法的性質を説明
するものとして論じられている。1970年以降も維持されているのは自然権説
と子の権利説である。
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自然権説については，1970年以降は訪問権の本質的な性質を表すと同時に，
立法の理念を表すものになったと言えるであろう。
子の権利説については，現在では実定法の規定の解釈論としての意味を持
つ。すなわち，1970年に訪問権は父母，祖父母，第三者の権利として実定法
上は規定されたのであるが，これに対して訪問権は子の権利である，あるい
は，子の権利でもあると解釈すべきであるとするのである??。近年の学説で
は，訪問権を子の固有の権利とし，子は訪問権の債権者であり訪問者は債務
者であるとすることから，訪問の義務者による訪問の欠如は，子の情緒的安
定への侵害になり，そこから生じる精神的損害について損害賠償請求までも
認められるとする見解がある??。しかし，このような見解に対しては，子が訪
問権の債権者であるとすれば，両親と対立する係争に当事者として参加する
ことになりかねないことを危惧し，法的決定の中で子はあらゆる責任から解
放されなければならないと批判するものもある??。とはいえ，訪問権は，子の
権利であると同時に訪問者の権利でもあるとし，相互的権利の性質のもので
あると主張する学説もある??。そして，2002年の法改正において，祖父母の訪
問権を定める371-４条１項の権利主体が子に改められたところである。しか
し，訪問権は子の権利であるとしても，それをどのように実現するかについ
ては，未だ議論がなされているところである。
なお，これらの学説はいずれも，現在，訪問権の機能として挙げられる２
つの事由，すなわち，家族が機能せず危機に陥ったときに子どもを保護する
もの，愛情を法的に承認するものとも連動する??。
65 M.De Juglart,Les droits de puissance paternelle dans ascendants,Rev.Crit.,1938,
p.388;Garola-Giuliaris,op. cit., p.3(1965年)Guiho,op. cit.,n°15(1952年)。なお，
法的性質を?察するにあたって，山脇貞司「訪問権（droit de visite）に関する若干の?
察」法経研究第31巻１・２号（1982年）と田中・前掲註(23)論文も参照した。
66 Gaston,op.cit.,p.39-42(1941年)，Garola-Giuliaris,op.cit.,p.1(1965年)を参照。
監護権説に対して，訪問権には，子の人格・身上（personne）に関して指導することに
ついてのいかなる権限も含まれないとの批判がある。Guiho,op. cit., n°16.
67 物質的監護とは単に子を膝下に置く権限のことで，精神的監護とは子の育成や教育に
関するすべての決定をする権限のことである。Guiho,op. cit., n°16.
68 L.Josserand,De l’esprit des droits et de leur relativite?,D.,Paris.,1927,n°71;Guiho,
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op. cit.,n°6,7. 裁判例としては，前掲註(9)の1857年７月８日の破毀院判決が最初のも
のであるが，その後の1870年７月12日の破毀院判決（S.,1871,I,p.28）でも権利濫用説
が採用されている。
69 Gobert,op. cit., n°13.
70 Gaston,op. cit., p42-46;Garola-Giuliaris,op. cit., p.7.
71 Guiho,op. cit., n°14. また，この学説は，子が371条の義務を果たすために1970年法
により訪問権が規定されたのではないと，訪問権の立法趣旨からも批判される。Gare?,
op. cit., n°282.
72 De Juglart,op. cit., p.388;Garola-Giuliaris,op. cit., p.7;Guiho,op. cit., n°15. な
お，ドイツの近年の学説で，フランスの祖父母の訪問権を次の理由から親権の一部とし
て?えられると紹介するものがある。民法典378条２項が，親権喪失の規定が尊属にも適
用されると定めていることにより，祖父母も親権を持つと解され，ゆえに，祖父母の訪
問権も，父母のそれと同様に，親権の一部として解されるとする。Ferid/Sonnen Berger,
Des franzo?sishe zivilrecht, 1987,III,p.357-358.
73 1804年の142条は「母が父の失踪の時に死亡していた場合，または，母が父の生死不明
（absence）が宣言される前に死亡するに至る場合には，子の監督は，父の失踪から６ヶ
月後に，家族会によって最も近い尊属に，それらの者がいない場合には，仮の後見人
（tuteur provisoire）に付託される」と規定する。現在は，この規定は削除されている。
1927年法による150条は「父および母が死亡している場合，または，それらの者がその意
思を表明することが不可能である場合には，祖父母がそれらの者に代わる。同一の系
（ligne?e）の祖父と祖母との間に不一致がある場合，または，２つの系の間に不一致があ
る場合には，この不一致は，同意とみなされる」と規定される。1804年の402条は「父母
のうち最後の死亡者によって，未成年者に後見人が選ばれなかった時は，後見は，当然
にその父方の祖父に属する。父方の祖父がいない場合には母方の祖父に，および，この
ようにして同一親等では父方の尊属がつねに母方の尊属に優先される方法で遡る」とあ
る。1964年法による402条は「父母のうち最後の死亡者によって，後見人が選ばれなかっ
た時は，嫡出子の後見は，尊属のうち最も近い親等の者に付託される」と規定する。さ
らに，この条文は，2002年に改正されている。
74 De Juglart,op. cit., p.388.
75 Gare?,op. cit., n°283.
76 前述の1961年の破毀院判決は，育ての親である第三者の訪問権を否定する際に，親権
への不可侵を理由としている。そして，1966年の破毀院判決は，姦生の父の訪問権を審
理する際に，訪問権は親権，監護権から独立し，自立した権利であることを示している。
77 Guiho,op. cit., n°11.
78 この学説は，せいぜい訪問権の根拠をより強化するものに過ぎないと批判される。
Gare?,op. cit., n°285.
79 Gobert,op. cit., n°13. とりわけ，祖父母の訪問権が早くから判例において認められ
てきたことから，訪問権を親権（父権）の属性と解すると，祖父母の訪問権の説明が困
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難になるとの認識が学説にあった。Rouast,Civ. 29 mars 1966,p.369.
80 Guihoは，訪問権を親権と関係づけると，父母以外の者の訪問権が説明できないこと
から，論理的帰結として，訪問権は親権と独立した自然権的なものと?える。Guiho,op.
cit., n°18 (1952年)。なお，Guihoは，同じ訪問権でも親等や親近により訪問権の程度
は異なるとする。すなわち，訪問権者と子との関係性により訪問権の程度が決せられる
ことになる。第三者でも血縁があるかないかで訪問権の程度が異なる。なぜなら，Guiho
は，訪問権の中に「義務」を観念するからである。Guiho,op.cit.,n°26. 他の自然権説
として，Garola-Giuliaris,op. cit.,p.3(1965年)。実親子関係に起因すると?える自然
権説は，Rouast,Paris 9 oct. 1958,p.8。祖父母の訪問権に関して，立法前は，法律よ
りもむしろ愛情の絆や血縁を基礎に認められてきたと説明する学説は，A.Lebrun,note
 
sous Civ.27 juill.1939,D.,1939,I,p.75。また，近年では，Lacosteが，Guihoを引用
し，訪問権は愛情の法的承認であるとし自然権説に立つ。そして，血縁関係にある者に
ついては血縁関係に依拠する自然権とし，血縁関係のない者については愛情に依拠する
自然権であると説明する。Lacoste,op. cit., p.958,959 (1997年)。
81 Viney,op.cit.,n°5(1965年)。訪問権は子のために認められるという意味において，
古くは，子の利益のため，父権を監督させるために祖母に孫への訪問を認めた1857年破
毀院判決などを援用する権利濫用説がある。Guiho,op. cit., n°6.
82 近年の学説では，訪問権は子の権利であると正面から言うものが多い。H. Bosse
-Platie?re,La pre?sence des grands-parents dans le contentieux familial, JCP,1997,I,
4030,n°2;Kamdem,op.cit.,n°28. なお，Kamdemは，1989年11月20日に国連総会で
採択され，1990年1月26日に施行された「児童の権利条約」が，フランスで批准され，1993
年１月８日法律第93-22号によって国内法に導入されたことにより，この条約の個人とし
ての子の保護という?えを強調する。
83 Kamdem,op. cit., n°15. なお，損害賠償については，民法典1382条が「他人に損害
を生じさせる人の行為はいかなるものであってもすべて，過失によってそれをもたらし
た者に，それを賠償する義務を負わせる」と定める。
84 Gomy,op. cit., n°8.
85 Rexand-Pourias,op. cit., n°5.
86 Lacoste,op. cit., p.958.
むすび
これまでみてきたように，現在では，フランス法における訪問権は，父母，
祖父母，第三者へと広い範囲で認められている。訪問権は，1970年以前は解
釈によって認められてきた権利であったが，1970年に立法的承認を受け，そ
の後も一連の法改正において訪問権をめぐる法状況は変化を続けてきた。
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まず，父母については，立法以前は，子の監護を得なかった親に与えられ
る監督権の一態様として訪問権が認められると解されてきた。1970年の立法
により訪問権は監督権とは別に独立して定められた。父母の訪問権は，立法
後しばらくは，離婚法と親権法の両領域にまたがり規定されている状態が続
いた。そして，2002年の法改正において，嫡出，非嫡出の区別なく，あらゆ
る子に適用可能な統一的な親権法を作る一環として，訪問権の規定も離婚法
から親権法の領域に統合され，親権の章に訪問権に関する規定である373-２
-１条が新設されるに至った。父母の訪問権をめぐる法状況の変化においてと
りわけ重要なのは，1987年と1993年の法改正により共同親権制が導入された
ことであり，これ以降は，従来の父母の訪問権の規定は単独親権になった場
合のみに適用されることになった。とはいえ，共同親権の場合において，子
の居所が双方の親の下に交替で定められることになったとしても，双方の親
にはそれぞれ子と同居しない期間があり，実態としては従来と著しく異なる
のか疑問である。実際の法運用に関しては，今後，検討する必要がある。
また，祖父母と第三者の訪問権は，1970年以前は父母と同様に解釈により
認められてきたのであるが，1970年に立法的承認を受け，371-４条の１項と
２項にそれぞれ明文化された。そして，2002年に371-４条は改正され，１項
の祖父母の訪問権は，子の権利であるかのように実定法上では規定され，２
項の第三者の訪問権は子の利益にかなうならば認められることが正面から規
定されるに至った。なお，２項の受益者である第三者の範疇は，立法の前後
で変わってきている。第三者の範疇に関する検討は今後の課題とする。
以上のように，訪問権に関する法状況は変化してきているが，訪問権の権
利主体の別に関わらず共通して言えるのは，訪問権における子の権利の側面
がくっきりと輪郭を顕してきたことである。すなわち，訪問権が認められる
ようになった当初は，訪問権は訪問する側の権利として構成されてきたので
あるが，近年，訪問権は子の権利である，あるいは，子の権利でもあるとす
る見解が強くなり，訪問権は相互的権利であると解されるようになってきて
いる。とりわけ，このような見解には，1989年の「児童の権利条約」が強い
影響を与えている。しかし，訪問権を子の権利と解しても，いかにして子の
権利を実体たらしめるかについては難しい問題が残り，これについては訪問
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権の実効性の確保の問題と併せて，調停手続の実際の運用などの実務の動向
に注意しつつ，今後の議論のゆくえに注目したい。
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